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The paper throws light on “the Federation of Trade Associations for Important Products in
Okayama Prefecture”（Okayama Ken Juuyou Bussan Dougyoukumiai Rengoukai）and tries to clarify
its significance in the history of trade associations（policy）in Japan through an overall survey on
its activities.
The Federation which was founded in１９２５ by the leadership of Okayama Prefecture was not
based on Trade Association Law but a private Federation. Nevertheless, the Prefecture acknowledeged
the importance of trade associations in this period and supported the Federation activities.











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































理事長 旧 岡山県商工課長 伊藤荘之助
旧 同 酒井 栄吉






同 商工水産課主任属 松島 義昭
職員 嘱託 商工水産課属 笹井 基
同 同 商工主事補 守屋 福市
注 『組合誌』１６・１７頁より。
容は注目すべきものといえよう。建議の全体を仔細
に読めば，当該期の同業者が同業組合組織に求めた
ものは，１０月付の建議に具体的に示された一・二・
三の事項内容が主たるものであり，その実現手段と
して四・五・六が付加されていると判断できるので
ある。こうした要求は当該期岡山県内外の産業経済
の動向を反映したものといえよう。基本的には「市
場」の拡大・深化による中小の業者の経営的要請が
背景にあることはいうまでもなかろう。以上で「建
議」の検討を終えることにしたい。
以下，講習会の開催，視察，組合誌の刊行につい
ては次のような記述がある。
４ 講習会の開催
同業組合知識の普及及徹底を期するため本省よ
り講師の派遣を乞い左記科目により講習を開催
したり。
講習科目 同業組合概論及経営 関係法規
５ 視察
組合事業経営の参考に資せしむる為め年六組合
宛抽籤により視察当番組合を定め連合会より視
察一組合に対し金参拾円宛の補助金を交付し他
府県に於ける同業組合経営の実況を視察せし
む。本件は昭和四年度より開始したる事業にし
て同年度中に視察したる組合は左記四組合なり。
岡山県蚕種同業組合 岡山県花筵同業組合
岡山県藺草同業組合 岡山県畳表同業組合
６ 組合誌の調査刊行
県下同業組合の沿革消長，組合組織の重要物産
に関する盛衰変遷の跡を明にし以て之を後世に
伝ふる為今上聖天子御即位の御大典記念事業と
して岡山県同業組合誌を編纂刊行したり。
以上のように，４では，同業組合の運営，関連法
規の講習が行われたとしているし，５視察では，昭
和４（１９２９）年度より他府県の同業組合の実情視察
が県内同業組合の輪番でなされることになってい
る。６は組合誌の調査刊行であるが，県下同業組合
の沿革と，重要物産の盛衰変遷を後世に伝えること
を意図して刊行したと記している。
次に大正１４（１９２５）年以降の連合会の経費を『組
合誌』は掲載しているので示しておこう。
最後に，連合会成立以降の役職員（第５表）と連
合会規約を示しておくことにする。ここから当連合
会の組織運営上の特徴について概要を知ることがで
きよう。
第５表 連合会の役職員（大正１４年度以降）
岡山県重要物産同業組合連合会規約
第一条 本会ハ岡山県重要物産同業組合連合会
ト称シ事務所ヲ岡山県庁商工水産課内ニ
置ク
第二条 本会ハ重要物産同業組合法ニヨル県下
同業組合ヲ以テ之ヲ組織ス
第三条 本会ハ県下重要産業ノ発展興隆ヲ図ル
為メ左ノ事業ヲ行フ
一 同業組合相互間ノ連絡統一ヲ図リ其
ノ機能ヲ発揮セシムルコト
二 県下重要産業ノ進展ニ関スル施設ニ
対シ行政官庁ニ意見ヲ開陳シ又ハ其諮
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問ニ答フルコト
三 会員タル組合及組合員間ニ起リタル
紛議ノ調停及争議ノ仲解等ヲナスコト
四 必要ニ応ジ共進会，品評会等ヲ開設
シ又ハ其他ノ事業ヲナスコト
五 其他必要ト認ムル事項
第四条 本会ニ理事七名ヲ置ク 理事ハ互選ニ
ヨリ理事長一名ヲ選挙スルモノトス
第五条 理事ハ総会ニ於テ所属組合中ヨリ選挙
ス
但シ理事定員ノ半数ニ満タザル範囲
ニ於テ所属組合以外ヨリ選任スルコ
トヲ得 理事ノ任期ハ二カ年トス
第六条 理事長ハ会務ヲ総理シ本会ヲ代表ス理
事長事故アルトキハ理事之レヲ代理ス
第七条 本会ニ左ノ職員ヲ置キ理事長之ヲ任免
ス
書記 若干名
書記ハ理事長及理事ノ命ヲ承ケ事務ニ従
事ス
第八条 本会ハ毎年一回四月通常総会ヲ開ク
理事会ニ於テ必要ト認ムルトキハ臨時総
会ヲ開クコトアルベシ
第九条 左ニ掲グル事項ハ総会ノ議決ヲ経ルモ
ノトス
一 収支予算及経費ノ分賦収入方法
二 事業報告及収支決算
三 理事ノ選挙
四 規約ノ変更
五 其他理事会ニ於テ必要ト認メタル事
項
第十条 理事長ニ於テ必要ト認メタル場合及理
事三分ノ一以上ノ請求アリタル場合ハ理
事会ヲ開会ス
第十一条 左ニ掲グル事項ハ理事会ノ議決ヲ経
ルモノトス
一 総会ニ提出スベキ議案
二 事業遂行上重要ナル事項
三 其他理事長ニ於テ必要ト認メタル事
項
第十二条 本会ハ総会ノ決議ニヨリ顧問ヲ置ク
コトアルベシ顧問ハ総会並ニ理事会ニ出
席シ意見ヲ述ブルコトヲ得
但シ議決権ヲ有セズ
第十三条 本会ニ要スル経費ハ所属組合ノ負担
金及補助金寄付金ヲ以テ之ニ充ツ
第十四条 本会ノ会計ハ毎年六月一日ニ始マリ
五月三十一日ニ終ル
まず第５表に注目したい。連合会理事長は創立以
来岡山県商工課長（後商工水産課長）が務めており，
理事にも３名の商工水産課関係職員が就いている。
既に述べたように当連合会組織は県行政の指導が大
きいといえよう。同業組合のさまざまな利害対立を
ふまえたうえで，県下同業組合の動向に一定の意思
統一を図るということは容易ではないと考えられる
が，岡山県の場合その必要性を認め連合会の活動を
開始したのである。
最後の連合会規約をみてみよう。必ずしも詳細を
規定したものではないが，組織としての基本的体裁
は整えているといえよう。第一条で「本会ハ岡山県
重要物産同業組合連合会ト称シ事務所ヲ岡山県庁商
工水産課内ニ置ク」と規定している。第三条では具
体的な活動内容が示されている。連合会の目的は「県
下重要産業ノ発展興隆ヲ図ル」ことであるが，一項
は「組合相互間ノ連絡統一」と「其機能ヲ発揮」さ
せること，二は「行政官庁ニ意見ヲ開陳シ又ハ其諮
問ニ答フルコト」，三では「組合及組合間ニ起リタ
ル紛議ノ調停及争議ノ仲解等ヲナスコト」が記さ
れ，四は共進会，品評会等の開設が掲げられている。
こうした活動が連合会の機能を示しているが，まさ
に当該期における同業組合連合会の中間組織として
の機能であったのである。
以上本節では，岡山県重要物産同業組合連合会の
成立とその活動について，資料を提示しながら逐一
検討を加えてきた。本節全体を通じていえること
は，当該期の岡山県下の重要物産同業組合が目指し
たものは，地域独占体としての機能維持などではな
いだろうということである。最も象徴的に示してい
ると思われるのは昭和３（１９２８）年の８月と１０月の
２つの建議である。しかも８月から１０月にかけて微
岡山県重要物産同業組合連合会の成立
―２３―
妙な変化がみられたことである。同業者がこの時期
に同業組合組織を通じて求めたものは何か，それは
既存の同業組合法の限界を前提とし，１０月付建議の
別記事項に関する問題に端的に示されているといえ
るだろう。
岡山県における重要物産同業組合連合会の成立
は，当該期のわが国同業組合（政策）の歴史的意義
を考える場合，重要な事例を提供しているように思
う。同業者は大正期から昭和期にかけて確かに同業
組合に新しい組織的機能を求めているのであり，岡
山県の場合そうした動向を県政主導で捉え具体化さ
せようとしたのである。
ところでわれわれは既に石川県の能美郡地域に展
開した小松織物同業組合について，特に大正期以降
昭和１６（１９４１）年に至る活動をさまざまな角度から
検討している。本稿との関連でいえば，小松織物同
業組合は大正末から昭和期にかけて同業組合内でさ
まざまな極めて多様な活動を開始していることが特
筆される。そしてこの時期に開始された事業の多
くは昭和１２（１９３７）年設立の工業組合に引き継がれ
ているのである。小松織物同業組合の場合県の政策
に主導されたという側面は必ずしも表面にはでない
のであるが，岡山県の重要物産同業組合連合会の動
向と方向を一にしていると判断できるのである。
おわりに
本稿では，岡山県における重要物産同業組合の設
立動向を概観し，さらに県下の同業組合相互の連携
組織として成立した岡山県重要物産同業組合連合会
の活動内容を検討した。本稿で明らかになった事実
の要点を以下示しておくことにしたい。
 岡山県では重要物産同業組合法に基づく同業
組合が輸出関連業種を皮切りに明治３０年代から
順次設立され，結局昭和初期までの間に５０組合
（含連合会）が設立され，１４組合が解散してい
る。昭和３（１９２８）年の段階で３６組合が活動し
ていた。
 各同業組合の連携組織として連合会が岡山県
の重要産業である薄荷，木炭，織物の３業種に
おいて大正後半以降に結成されたが，大正１４
（１９２５）年には県下重要物産同業組合全体を統
括する岡山県重要物産同業組合連合会が成立し
た。この連合会は重要物産同業組合法に拠らな
い私的団体であった。
 連合会の運営は，歴代の理事長が岡山県商工
課長（後商工水産課長）であったことからも明
らかなように，県行政に主導されたといえる。
 活動内容としては，博覧会・共進会の参加，
職員録の発行，行政官庁への建議，講習会の開
催，他府県同業組合の視察，組合誌の刊行等で
あった。
 当面の活動内容の中では，建議（昭和３年８
月，同１０月）が注目された。特に昭和３年１０月
の建議では重要物産同業組合法の強制加入条項
の要求は後退し，営利事業禁止規定・検査事業
等に関わる問題が最優先事項になっていると判
断できた。
註
 藤田貞一郎「序論」（同『近代日本同業組合史論』
清文堂，１９９５年）。
 宮本又郎「経済史・経営史の周辺「財界」の後
退」（『書斎の窓』有斐閣，第５８７号，２００９年）
 『岡山縣重要物産同業組合誌』（岡山県重要物産
同業組合連合会，１９３０年）。以下『組合誌』と略す。
 『組合誌』１頁。
 岡山県の綿織物重要物産同業組合については，竹
内庵「岡山県における綿織物重要物産同業組合の
動向」（『四国大学紀要』A人文・社会科学編，第
３６号，２０１１年）参照。
	 『組合誌』２・３頁。

 『組合誌』９・１０頁。
 『組合誌』１０頁。
 『組合誌』１２～１５頁。
 因みに，藤田貞一郎氏は昭和３（１９２８）年の三法
統一構想案（重要輸出品工業組合法，輸出組合法，
重要物産同業組合法を統一して商工組合法とする
案）について，重要物産同業組合の政策史あるい
は中小企業政策史研究における今後の重要な検討
対象たるべきものと指摘している。藤田貞一郎『近
代日本経済史研究の新視角』（清文堂，２００３年）１４・
１５章参照。
 同業組合の検査問題に関し，県営検査移管をめぐ
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って，同業組合間で抗争があった点について宮崎
県の木炭同業組合は一つの事例を提供している。
日向木炭史編纂委員会編『日向木炭史』（宮崎
県，１９６５年）参照。石川県の小松織物同業組合の
場合，昭和期には組合の検査権は全く独占的では
なくなっており，県営検査と同列になっている。
竹内庵「大正～昭和戦時期における同業組合の機
能」（『四国大学紀要』A人文・社会科学編，第２５
号，２００６年）参照。
 『組合誌』１５・１６頁。
 『組合誌』１７～１９頁より。
 竹内庵「大正末～昭和戦時期における小松織物同
業組合の活動の多様化」（『四国大学紀要』A人文・
社会科学編，第２８号，２００７年）。
（竹内庵：四国大学短期大学部経済学研究室）
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